様式第５号

受託研究の実施に関する契約書
　地方独立行政法人静岡県立病院機構静岡県立こども病院（以下「甲」という。）と（受託研究依頼者名）（以下「乙」という。）との間に、次のとおり委託契約を締結する。

（信義誠実の義務）

第１条　甲及び乙は、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保に関する法律」、同施行令、同施行規則、医薬品の製造販売後の調査及び試験の実施の基準に関する省令（平成16年厚生労働省令第171号）の基準を遵守し、誠実にこの契約を履行しなければならない。

２　甲及び乙は、この受託研究の実施にあたり、被験者の人権・福祉を最優先するものとし、被験者の安全、プライバシーに悪影響を及ぼすおそれのあるすべての行為はこれを行わないものとする。

（受託研究）

第２条　乙は、次の受託研究を甲に委託し、甲は、これを受託する。

　(1) 受託研究課題名　

　(2) 受託研究の目的　

　(3) 受託研究依頼期間　契　約　日　～　西暦　　　年　　月　　日
　(4) 受託研究担当科　

　(5) 受託研究責任医師
　(6) 受託研究分担医師
　(7) 受託研究予定症例数　　　　　　例（　　報告）

（委託費及び支払方法）

第３条　乙は、甲に対し調査の実施に要する費用（以下「委託費」という。）として、１症例（報告）あたり、金　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）別）とし、消費税等を加えた金額を支払うものとする。

２　前項の消費税等の額は、委託費に消費税等の税率を乗じて得た額とする。
３　甲が、乙に対して実施した契約症例数（報告数）の確認を求めた場合、乙は、甲に対してそれを文書で報告する。

４　乙は、第１項に定める委託費を甲が発行する請求書により、請求書に指定する期限までに納付するものとする。

５　甲は、納入された委託費を乙に返還しないものとする。

６　税法の改正により消費税等の税率が変動した場合には、改正以降における消費税等の額は変動後の税率により計算する。
（調査の中止等）

第４条　甲は、天災その他やむを得ない事由により調査の継続が困難となった場合には、調査の中止又は調査の延長をすることができるものとする。この場合において、甲は、その理由を付し速やかに乙にその旨を通知するものとする。

２　乙は、調査を中止する場合には、甲に対しその理由を付し速やかに通知するものとする。

　（調査結果の報告）

第５条　甲は、症例調査結果を乙の指定する様式で、調査終了後速やかに乙に提出するものとする。

　（調査結果の公表等）

第６条　甲は、調査に関して乙から提供された資料及び調査の結果得られた情報等を公表する場合には、あらかじめ乙の承認を受けるものとする。

２　前項の場合において、甲が学術的意図に基づき学会、学会誌等に発表する場合には、乙はこれを拒んではならない。ただし、乙の業務上の秘密に属する場合は、この限りでない。

（損害賠償）

第７条　調査の実施に起因して、第三者に対する損害が発生したときは、その損害が甲の故意又は重大な過失による場合を除き、その一切の責任は乙が負担するものとする。

２　甲は、第４条第１項の調査の中止又は調査の延長により生じる一切の損害につき、その責任を負わないものとする。

３　甲は、乙から提供を受けた設備備品等が滅失又はき損したことにより乙が損害を受けた場合においても、その滅失又はき損が甲の故意又は重大な過失による場合を除き、賠償の責任を負わないものとする。

（定めのない事項の処理）

第８条　この契約に定めるもののほか、必要な事項については、甲乙協議の上、決定するものとする。

　　上記の契約の成立を証するため、この契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を所持する。

　　西暦　 　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　（甲）　　静岡県静岡市葵区漆山８６０番地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方独立行政法人静岡県立病院機構
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　静岡県立こども病院

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　院長　　坂本　喜三郎　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　（乙）　　（主たる事務所の所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者の氏名）　　　　　　　　　印
※必要に応じて適宜追加修正してください。

